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２０２４年度北海道経済の見通し 

 

＜要 約＞ 

北海道経済の現状は、一部に弱さがみられるものの、緩やかに回復している。個人消費

は人流の回復を背景に、緩やかに増加している。住宅投資は、減少している。設備投資は

持ち直しの動きがみられる。公共投資は、増加している。 

2024年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は、雇用・所得環境が改

善していくもと、増加が見込まれる。住宅投資は、2年続く記録的な低水準から下げ止

まり、前年微増となろう。設備投資は、半導体関連や省力化、デジタル化投資、再エネ

関連投資などを背景に増加が見込まれる。公共投資は、堅調な予算配賦・執行と北海道

新幹線工事の進展から前年上回りとなろう。財貨・サービスの移輸出入（純）は国内外

の経済活動のプラス成長やインバウンド需要回復の一方、半導体関連設備の移輸入が大

きく膨らむことを見込み、マイナス成長となろう。物価高は、消費や投資全般の重石と

なるも、その騰勢は徐々に鈍化が見込まれる。 

この結果、実質経済成長率は 1.0％（2023 年度 1.1％）、名目経済成長率は 3.1％（同

3.9％）と予測する。 
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１.２０２３年度 北海道経済の概況 

 

（１）国内経済の動向 

現状の国内経済は、2023年 7～9月期の

国内総生産（四半期別 GDP・1次速報値）

では前期比▲0.5％（年率▲2.1％）とな

り、3四半期ぶりのマイナス成長となった

（図表 1）。 

個人消費は、物価上昇や猛暑の影響で下

押しされつつも、緩やかながら着実に増加

している。住宅投資は、建築コストが上昇

し弱めの動きとなっている。設備投資は、

企業収益の改善を背景に脱炭素関連の投資

やソフトウェア投資などが堅調に推移して

いる。輸出は、供給制約が緩和された自動

車が堅調に推移し横ばい圏内の動きとなっ

ている。輸入は、原油・石炭等のエネルギ

ーが増加し、プラスで推移している。その

結果、純輸出（輸出－輸入）はマイナスと

なった。 

先行きについては、本年 11月の ESPフ

ォーキャスト調査による 10～12月期の国

内総生産（四半期別 GDP）見通しは、前期

比年率＋0.77％とプラス成長が見込まれて

いる（図表 2）。 

支出項目別にみると、個人消費は、コロ

ナ禍で抑圧された需要が顕在化するなか

で、政府による経済対策の効果も下支えと

なり、緩やかな回復が続くとみられる。住

宅投資は、建築コストの高止まりから弱含

みでの推移が見込まれる。設備投資は、デ

ジタル関連投資や省力化投資、半導体産業

への投資等を背景に、増加が続くと見込ま

れる。公共投資は、「防災・減災、国土強

靭化のための 5か年加速化対策」に基づく

予算執行によって高水準で推移し横ばい圏

の動きと見込まれる。財輸出は、海外経済

の回復ペースの鈍化が重石となり、横ばい

推移が見込まれる。サービス輸出であるイ

ンバウンド消費は、足元の円安も背景に持

ち直しが見込まれる。 

以上のように、国内経済は、個人消費を

中心とした持ち直しが見込まれる一方、海

外経済の回復鈍化や、ウクライナ情勢・中

東情勢の展開、中国経済の先行き懸念、資

源価格や物価動向など、不確実性が高まっ

ている。さらに国内に目を向けると、長ら

く続いた金融緩和政策の修正が意識されて

いること、コロナ禍で下火になっていた人

手不足感が幅広い業種で再燃しており、ボ

トルネックになり得ることにも注意が必要

である。 
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（２）北海道経済の動向 

現状の北海道経済は、一部に弱さがみら

れるものの、緩やかに回復している。 

需要項目別にみると、個人消費は、物価

高の影響を受けつつも、コロナ禍の制約が

消失し平時に戻るなかで底堅く推移してい

る。供給制約の影響から回復が遅れていた

新車販売も復調し消費を押し上げている。

住宅投資は、建築資材や地価、人件費の高

まりなど住宅取得コストの上昇から持家を

中心に減少している。設備投資は、コロナ

禍で抑えられていた経済活動の活発化をう

けて持ち直しの動きがみられる。公共投資

は、予算配賦が高水準であったことに加

え、北海道新幹線札幌延伸工事の本格化も

後押しとなり増加している。 

今後を展望すると、個人消費は、足下で

名目賃金の上昇を上回る物価上昇がみられ

るものの、コロナ禍の各種制限が消失する

もとで消費者マインドの改善とぺントアッ

プ需要の発現がみられ、「物価高克服・経

済再生実現のための総合経済対策」などの

経済対策が下支えするなかで増加を見込

む。住宅投資は、建設コストの高止まりや

住宅ローンの固定金利に上昇がみられるこ

とから減少を見込む。設備投資は、各種物

価上昇が重石となるものの、札幌圏におけ

る再開発事業や、半導体関連投資、再生エ

ネルギー関連投資計画が続き、堅調な推移

が見込まれる。公共投資は、高水準な公共

予算の着実な執行、北海道新幹線建設費の

増加などにより高水準が続くと見込まれ

る。財貨・サービスの移輸出入（純）につ

いては、国内外の需要回復による財輸出の

伸びやインバウンド観光客の復調を受け、

移輸出の増加が見込まれることから、プラ

ス成長となろう。 

物価の動向をみると、エネルギー価格や

食料品価格などの上昇の影響から、消費者

物価指数（生鮮食品を除く総合）は 2021

年 7月以降、27か月連続で前年を上回っ

て推移している（図表 3、4）。 

企業物価は、輸入物価が足元で前年を下

回っており、物価上昇の伸びは鈍化してく

ことが見込まれる（図表 5）。 
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以上のような経済状況を勘案すると、

2023年度の道内経済成長率は実質成長率

1.1％、名目成長率 3.9％と前年に続きプ

ラス成長を予測する。 

 

２.２０２４年度 北海道経済の概況 

 

（１）国内経済の動向 

2024年度の国内経済は、海外経済減速

の影響や経済対策効果の退勢などから成長

のペースは鈍化するするものの、プラス成

長を維持しよう。 

需要面をみると、個人消費は、ペントア

ップ需要の減衰や、ガソリン価格・電気料

金への経済対策の反動から物価高が続き下

押し要因となるものの、緩やかな増加が見

込まれる。背景にあるのは、高齢者や女性

の労働参加率の上昇に伴い、追加的な労働

力供給は鈍化が見込まれることや、前年に

続き高めの賃金伸び率が想定され、所得環

境は改善していくであろう。政府最終消費

支出は、医療・介護費が人口動態や社会情

勢を反映した増加トレンドに戻るであろ

う。住宅投資は、緩和的な金融環境が下支

えとなるものの、住宅価格の高止まりや人

口動態を反映し、緩やかな減少トレンドと

なろう。設備投資は、省力化への投資やデ

ジタル関連投資、サプライチェーンの強靭

化に向けた投資等により増加基調が見込ま

れる。公共投資は、国土強靭化関連の支出

が続くもとで横ばい推移が見込まれる。財

の輸出は、世界経済の減速の影響を受け減

少が見込まれる。一方で、サービス輸出は

インバウンド消費が増加基調を辿り、プラ

ス成長に寄与しよう。 

 

（２）北海道経済の動向 

2024年度の北海道経済は、経済活動の

正常化に伴う需要回復が一巡することや、

政府による経済対策の効果が剥落していく

なかで成長ペースを鈍化させつつも、底堅

い個人消費や増加する設備投資が牽引しプ

ラス成長を維持しよう。 

需要面をみると、個人消費は、人手不足

や賃上げの動きが継続するもとで雇用・所

得環境が改善し増加しよう。消費者物価の

上昇が引き続き重石となるものの、2024

年度中には上昇ペースは鈍化し、実質賃金

はプラスに転じると見込む。政府最終消費

支出は、コロナ関連費用が剥落するもの

の、全国に比べ少子高齢化が進む北海道の

人口動態を反映し医療・介護費の増加が見

込まれる。住宅投資は、住宅取得コストの

高止まりや金利上昇が懸念されるものの、

2022年からの記録的な低水準を受けて下

げ止まり、道央圏の貸家の需要増も追い風

に前年微増を見込む。設備投資は、省力

化、再エネ、IT関連投資、半導体関連投

資を中心に大幅な増加となろう。公共投資

は、2023年度補正予算が前年を上回って

確保されたことや、半導体や再エネ関連投

資など、国を挙げて取り組む施策に関連す

る予算付けも追い風に、堅調な予算配賦が

見込まれる。さらに、北海道新幹線札幌延

伸工事の事業費も増加を見込み、前年上回

りとなろう。財貨・サービスの移輸出入

（純）は、移輸入が移輸出を上回りマイナ

スとなろう。サービス移輸出をみると、来

道者数は底堅く推移するとみられること、

インバウンドはコロナ禍前の水準を回復し

円安を背景に消費額の増加が見込まれる。

財の移輸出については、中国による日本産
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海産物の輸入停止や海外経済の減速などの

懸念はあるものの、国内需要の底堅さから

前年上回りを見込む。財貨・サービスの移

輸入については、高騰した原油価格が海外

経済の減速感から低下する一方で、半導体

関連の高額な設備の輸入を見込むことから

大幅増加となろう。 

物価の先行きを展望すると、原材料価

格・輸入物価の急騰は落ち着き企業物価上

昇の勢いは鈍化していくこと、値上げによ

る消費者物価の上げ幅も収束していくであ

ろう。 

以上のような経済状況を勘案すると、

2024年度の道内経済成長率は実質成長率

1.0％（2023年度 1.1％）、名目成長率

3.1％（同 3.9％）と前年に続くプラス成

長となろう。 

なお、本推計にあたっては、国内経済同

様、ウクライナや中東情勢の動向、中国経

済の先行き懸念、諸物価の更なる上昇など

の下振れリスクを内包していることには注

意が必要である。 

 

 

 

 

 

３.道内総生産（支出側）の動向 

 

（１）民間最終消費支出 

現状の道内の個人消費は、物価高の影響

を受けつつも、人流の回復と雇用・所得環

境、消費者マインドの改善により緩やかに

回復している。V-RESASによる小売店・娯

楽施設の滞在人口の動向をみると、新型コ

ロナウイルス感染症の 5分類移行（2023

年 5月 8日）を挟んで人流の回復が顕著で

あり、コロナ禍前の 2019年同週を上回る

様子が多くみられる（図表 6）。個人消費

では、百貨店やスーパー、コンビニエンス

ストアの売上高は 2022年以降前年を上回

って推移している（図表 7）。自動車は半

導体の供給制約が緩和し、2022年後半か

ら回復が鮮明となっている（図表 8）。 
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雇用環境は、新規求人数は 2023年 3月

から足元の 8月まで前年を下回って推移

し、有効求人倍率（季節調整値）は 1.00

以上をかろうじて維持しているものの、方

向感の把握が難しい動きがみられる（図表

9）。2023年 9月に日本銀行札幌支店が行

った『企業短期経済観測調査（北海道）』

によると、雇用の過不足感を示す「雇用人

員判断 DI（過剰－不足）」は▲45と前期を

下回っており、人手不足感はいっそう強く

なっている。また、2023年 8～9月にかけ

て当行が実施したアンケート調査において

も、「雇用人員判断 DI」は▲70と低い水準

になっており、企業の人手不足が深刻な状

況であることがうかがわれる（図表 10）。

昨今の採用経路の多様化や企業の人手不足

感からは、実際の労働需給は引き締まって

いると考えられる。 

所得環境について毎月勤労統計調査（北

海道）をみると、残業時間は前年下回りの

傾向があるのに対し、現金給与総額は僅か

に上回りの傾向があり、ベースアップ等に

より固定給が上昇傾向にあると推察される

（図表 11）。当行が本年 5月から 6月にか

けて行った賃金動向に関する調査では、今

年度、定期給与（基本給・諸手当等）を引

上げ予定の企業は 85％、特別給与（賞

与・期末手当等）を引上げ予定の企業は

30％で、いずれも 3年連続で前年を上回

り、高い水準となっている（図表 12）。ま

た、連合北海道によると、2023年春闘で

は 3.30％の賃上げ率（連合北海道エント

リー分、3％超えは 29年ぶり）となった。

最低賃金は 2023年 10月から 40円引上げ

られ、960円（前年比＋4.35％）になるな

ど、賃上げの機運は確かなものといえる。 
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（資料：厚生労働省、北海道 「毎月勤労統計調査」）
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（資料：北洋銀行 「道内景気と賃金の動向について」）
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実質賃金は加速する物価上昇に賃金が追

いつかず、2022年以降前年を下回る水準

が続いている。足元でも前年を下回ってい

るものの、物価の騰勢鈍化に伴い実質賃金

に下げ止まりの兆しがみられる（図表

13）。2024年度の賃上げ継続が鍵となる

が、連合は春闘の統一要求において、2023

年の「5％程度」から「5％以上」とする表

現に引上げる方針を決定した。政府による

賃上促進減税は継続が見込まれおり、2024

年度の所得環境は改善が見込まれる。 

消費者マインドは、内閣府が公表してい

る消費動向調査の「消費者態度指数（全

国・二人以上世帯・季節調整値）」をみる

と、2023年に入り持ち直しの動きがみら

れる（図表 14）。また、消費動向調査の

「物価見通し」によると、消費者が予想す

る 1年後の物価について、「上昇する」と

の予想が 2022年 2月調査以降 9割を超え

続けている。 

2024年度は、物価高が続きつつも上昇

率が政府の目指す 2％程度に収れんされて

いくなかで、それを上回る賃上げが実現し

実質賃金は年度内にプラスに転じよう。こ

うして雇用・所得環境が緩やかに改善に向

かう結果、個人消費は底固く推移すること

が見込まれる。さらに、コロナまん延後か

ら積みあがった個人預金（図表 15）や、

政府による所得税減税策等の政策効果も今

後の消費活動の下支えに資するものと思わ

れる。 

もっとも、2023年度にみられる外食や

宿泊等の対面型サービス消費の復調や、半

導体不足緩和の影響で回復した自動車販売

の効果は一巡すると見込まれること、政府

によるエネルギー価格に対する対策効果の

剥落も見込まれることから、個人消費の伸

びは緩やかなものとなろう。 

この結果、民間最終消費支出は、実質成

長率 0.7％、名目成長率 3.5％と予測す

る。 
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【図表14】
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【図表15】
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（２）政府最終消費支出 

政府最終消費支出では、現物社会給付は、

コロナ禍では対策関連費用の増加がみられ

た半面、現物社会給付の大部分を占める医

療費・介護費は受診控えの影響による低下

がみられた。足元ではコロナ禍での受診控

えが一巡し、既に高齢者人口の増加に伴う

医療費・介護費増加トレンドに復している。

2024 年度もこのトレンドは続くとみられ、

現物社会給付は前年を上回るであろう。固

定資本減耗は、近年のインフラ投資が堅調

だったことから前年並み推移を見込む。雇

用者報酬では、道職員や市町村職員の給与

総額は、職員数は近年減少傾向にあるもの

の、前年度に続き 2024年度も民間の給与水

準の上昇に応じた公務員給与の引き上げに

より増加が見込まれる。 

以上の結果、政府最終消費支出は、実質成

長率 0.1％、名目成長率 1.8％と予測する。 

 

（３）住宅投資 

住宅投資の先行指標である新設住宅着工

戸数は、2023年 4～9月期に前年比▲5.7％

と前年を下回って推移しており、記録的な

低水準となっている。木材や鉄鋼、プラスチ

ック製建材等の建築資材価格の高止まりに

加え、人件費の高まりによって住宅取得コ

ストが上昇（図表 16）しており、持家や分

譲戸建て住宅中心に市況が冷え込んでいる。

貸家は法人が施主となる物件を中心に堅調

に推移しているが、総じてみると 2023年度

の住宅投資は前年下回りとなろう。 

2024年度の住宅投資は、建築コストの高

止まりや、金利政策の変更により住宅ロー

ン金利の上昇が予想されるものの、2年続い

た記録的な低水準を受け、総じて下げ止ま

りを見込む。利用目的別に展望すると、持家

および分譲戸建は、所得環境の改善を受け

概ね前年並みを見込む。貸家は、金利上昇に

よる利回り低下が重石となるが、半導体産

業の集積に伴う需要増も追い風となり前年

上回りを見込む。分譲マンションは、大型マ

ンションの着工が一段落してることなどか

ら、前年下回りとなろう。 

以上から 2024年度の住宅着工戸数は、持
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【図表16】
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（資料：国土交通省、2023・2024年度は当行推計）
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利用目的別の住宅着工戸数
【図表18】

（資料：国土交通省、2023・2024年度は当行推計）

※長屋建等、利用目的別に分類されない構造物があるため、分譲住宅の

合計は一致しない場合がある

対前年度

計 29,576 28,180 28,480 300

持 家 9,499 8,700 8,760 60

貸 家 14,251 14,690 14,990 300

給与住宅 502 540 550 10

分譲住宅 5,324 4,250 4,180 ▲ 70

（うちマンション） 2,347 1,780 1,740 ▲ 40

（ う ち 一 戸 建 ） 2,959 2,470 2,440 ▲ 30

2024年度利用目的 2022年度 2023年度

（戸）
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家が 8,760 戸、貸家が 14,990 戸、分譲が

4,180戸（分譲マンション 1,740戸、分譲戸

建 2,440戸）、給与（社宅）が 550戸、合計

28,480戸となり、2023年度見込み（28,180

戸）を 300戸上回ろう（図表 17、18）。 

この結果、住宅投資は、実質成長率 0.9％、

名目成長率 2.4％と予測する。 

 

（４）設備投資 

先行指標である 2023 年 4～9 月の民間非

居住用建築物の工事費予定累計額は、前年

を 82.1％上回って推移している（図表 19）。

この大幅な伸びは 2023年 9月調査で製造業

が急進したためであり、半導体関連産業の

道内進出が影響しているものと思われる。

進行中の個別案件をみると、資材高や人件

費の高まりから計画見直しの報道が散見さ

れるものの、札幌市内で複数の大型再開発

事業が進んでいるほか、再エネ関連投資等

もみられる（図表 20）。 

2023年 6月に日本政策投資銀行北海道支

店が行った『北海道地域設備投資計画調査』

（原則、資本金 1 億円以上の民間企業が対

象）によると、2023年度の道内設備投資計

画は全産業で前年比＋45.4％となっている

（製造業・同＋32.6％、非製造業・同＋

48.9％）（図表 21）。製造業では、「輸送用機

械」や「食品」などが増加を見込んでいる。

非製造業では、「電力」や「不動産」などが

増加を見込んでいるが、特に投資規模の大

きい「電力」が全体を大きく押上げた結果と

なっている。 

また、当行が 2023年 8月から 9月にかけ

て行った『道内企業の経営動向調査』では、

道内中小企業の設備投資実施割合（全産業）

は、2023年 7～9月期（実績）が前年を 4％

ポイント上回る 43％であった。同年 10～12

月期（見通し）における設備投資実施予定割

合（未定を除く）は、前年を 2％ポイント下

回る 40％と慎重さがみられるものの水準は

高く、企業の設備投資需要に底堅さがみら

れた（図表 22）。 

高水準である設備投資計画に対し、その

実行の裏付けとなる企業収益の動向をみる

に、2023年 9月に日本銀行札幌支店が行っ
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【図表19】

（資料：国土交通省 「建築着工統計」）
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（四半期）

道内での設備投資、再開発
【図表20】
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洋上風力発電所

店舗・共同住宅など新さっぽろ駅周辺

バイオマス発電所苫小牧市

200億円医療センター札幌東区

312億円

石狩 データセンター 160億円

500億円

3兆円次世代半導体工場千歳市美々

1400億円台商業施設・オフィスなど札幌市中央区北4西3
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（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）

※本表の事業規模は単年度の金額ではなく、事業全体の総額を示している

2023年度業種別設備投資の動向【図表21】

（資料：日本政策投資銀行 「北海道地域設備投資計画調査」）

2022年度
実績

2023年度
計画

増減率

全産業 2,790 4,057 45.4

　（除く電力） (2,262) (2,651) (17.2)

製造業 596 791 32.6

非製造業 2,193 3,267 48.9

　（除く電力） (1,665) (1,860) (11.7)

（単位：億円、％）
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た『企業短期経済観測調査（北海道）』によ

ると、企業の経常利益（全産業）は 2023年

度通年で前年比＋2.2％（上期同▲3.2％、下

期同＋7.9％）の計画となっている（図表 23）。

コスト上昇が企業利益を下押しするが、各

種補助金等政府支援策が負担増を緩和し、

さらに消費者の値上げ許容度の高まりから

価格転嫁も進むとみられ、企業収益の大幅

な落ち込みは回避されると見込んでいる。 

2024年度を展望すると、札幌市内の大型

再開発や、省力化投資、脱炭素関連投資、IT

関連投資など一定程度続くとみられ、さら

に半導体関連工事の本格化や産業集積の進

展（図表 24）が見込まれ、北海道の設備投

資を押上げよう。 

以上から 2024年度の設備投資は、前年を

大きく上回り、実質成長率 26.0％、名目成

長率 28.2％と予測する。 

（５）公共投資 

公共工事請負金額をみると、2023 年 4～

9 月の累計金額は前年を 13.6％上回って推

移している。2023年度の北海道開発事業費

（事業費ベース）が当初予算と前年度補正

予算を合わせた 16 か月予算で前年比＋

1.0％となったことに加え、北海道新幹線の

札幌延伸工事の本格化により堅調に推移し

ている。資材価格や人件費の高まりから実

質の工事量が抑制されることや、各自治体

の庁舎建て替えや大規模改修工事がピーク

アウトしたことが重石となりつつも、総じ

てみれば 2023 年度の公共投資は前年を上

回ろう。 

2024年度を展望すると、北海道開発予算

の 2023年度補正予算は 1,661億円（前年度

比＋9.0％）で成立し、2024年度北海道開発

予算の概算要求額は前年度予算を＋20％上

回る過去最高額の要求となった。昨今の北

海道を取り巻く状況を踏まえたうえでの増

額要求であるため、前年を上回る予算成立

を見込む。すなわち、北海道がエネルギー供

給基地として我が国の地球温暖化対策を先

導することへの期待が高まるなか、脱炭素

化に向けた取組みを推進する目的や、デジ

タル関連産業の集積支援を図る目的など、

時流を捉えた内容を盛り込み、増額を求め

20

30

40

50
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設備投資実施企業の割合
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【図表22】

（資料：北洋銀行 「道内企業の経営動向調査」）

（％）

（四半期）

先行き

企業の経常利益の動向（北海道）
（前年同期比、％）

上期 下期 通年
上期

（計画）
下期

（計画）
通年

（計画）

全産業 ▲ 9.0 0.9 ▲ 4.4 ▲ 3.2 7.9 2.2

製造業 0.8 ▲ 13.0 ▲ 5.8 7.3 ▲ 0.7 3.7

非製造業 ▲ 14.6 9.8 ▲ 3.6 ▲ 10.2 12.3 1.4

2022年度 2023年度

【図表23】

（資料：日本銀行札幌支店「企業短期経済観測調査（北海道）」）

道内での半導体産業集積の動き
【図表24】

企業名（国） 事業（投資）内容 時期

ラムリサーチ（米） 半導体製造装置（サポート拠点） 未公表

ASML（蘭） 露光装置（サポート拠点） 2024年後半

日本エスコン（日） 不動産（物流施設用地取得） 2025年完成目標

アプライドマテリアルズ（米） 半導体製造装置（サービス拠点） 2025年までに

テクノウェル（日） 半導体関連部品製造（工場） 2025年10月操業

テクノフレックス（日） 半導体製造装置部品（工場） 2024年完成目標

アイメック（ベルギー） 半導体研究開発（サテライトオフィス） 未公表

日新（日） 物流（半導体関連危険物倉庫） 未公表

大陽日酸（日） 産業ガス（千歳ガスセンター） 2024年7月着工

（資料：新聞報道などを基に当行作成、検討中含む）
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たものとなっている。さらに、北海道新幹線

工事の事業費は、増加しつつピークに向か

うなかで公共投資の成長に寄与しよう。（図

表 25、26） 

この結果、公共投資は、実質経済成長率

0.2％、名目成長率 1.6％と予測する。 

 

（６）財貨・サービスの移出入（純） 

（Ａ）移輸出 

2023年 4～9月の貿易統計（函館税関）を

みると、財の輸出額は、「再輸出品」「魚介

類・同調製品」などが減少し、前年同期を

23.6％下回って推移している。この要因の

一つは、中国による日本産海産物の輸入規

制にある。中国の規制強化は 2023年 7月か

ら始まり、8月下旬から全面停止されたため、

9 月以降中国向け海産物の輸出はゼロとな

った。この措置は当面続くことが想定され、

2023年度の財輸出は前年を下回ると見込む。 

2024年度の財輸出は、こうした中国の政

策の不透明感や米欧の金融引締めに伴う景

気の下押しリスクや中国経済の先行き懸念

から世界経済は不透明感か強く（図表 27）、

前年下回りを見込む。 

国内向けの財の移出は、国内需要の緩や

かな回復を背景に、食料品を中心に持ち直

しが続いている。主要な移出先である首都

圏の需要も堅調であるため、財の移出は

2023 年度に引き続き 2024 年度も前年を上

回ると見込む。 

サービス輸出についてインバウンドの動

向をみるに、外国人入国者数は 2023年 6～

9月期、2019年同期比 86％まで回復してい

る（図表 28）。これは中国人観光客の戻りが

鈍いなかでの実績であり、韓国や米国など

の国では既にコロナ禍前を回復している。
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【図表26】

（資料：国土交通省資料などを基に作成、2024年度は当行推計）
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【図表28】

（資料：法務省入国管理局）
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【図表25】

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか2社、2023・2024年度は当行推計）
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2023年・2024年世界経済見通し【図表27】

（資料：ＯＥＣＤ、ＩＭＦ）

（実質ＧＤＰ、年間の増減率％、ポイント）

公表機関 年次 世界 アメリカ ユーロ圏 中国

2023 3.0 2.2 0.6 5.1

2024 2.7 1.3 1.1 4.6

2023 2.9 2.4 0.6 5.2

2024 2.7 1.5 0.9 4.7

2023 ▲ 0.1 0.2 0.0 0.1

2024 0.0 0.2 ▲ 0.2 0.1

2023 3.0 1.8 0.9 5.2
2024 3.0 1.0 1.5 4.5
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2024 ▲ 0.1 0.5 ▲ 0.3 ▲ 0.3
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また、円安を背景にインバウンド客の旅行

消費単価は増大傾向にあることもサービス

輸出の増加に追い風となり、2023年度サー

ビス輸出は前年上回りを見込む。2024年度

は、中国人観光客が緩やかに回復すること

を見込み、前年上回りを見込む。 

サービス移出について、来道客数の動向

をみると、2021年 11月から直近の 2023年

9月まで 23か月連続で前年同月を上回って

いる。コロナ禍前との比較でいえば、2023

年 6～9月期は 2019年同期比 96％まで回復

している（図表 29）。2024 年度のサービス

移出は、2023年度に続き前年上回りが見込

まれる。 

以上の結果、道内からの移輸出は前年を

上回ることが見込まれ、道内総生産（実質）

を押し上げよう。 

（Ｂ）移輸入 

2023年 4～9月の貿易統計（函館税関）

をみると、財の輸入額は、「石炭」「肥料」

などが減少した一方「原油・粗油」「石油

製品」「電気機器」などが増加し、総じて

前年同期比＋0.1％の前年並みに推移して

いる（図表 30）。輸入数量をみると、輸出

額が減少した「石炭」において数量が微増

しているなど、輸入物価の低下を裏付ける

動きがみられる。 

2023年度を展望すると、輸入は、輸入物

価が前年に比べ低下していることや、道内

需要（中間需要・最終需要）の高まりを受

けて、増加を予想する。財の移入も同様の

理由から増加を見込む。 

2024年度の移輸入は、2023年度同様前

年上回りを見込むが、特殊事情を考慮する

必要がある。半導体工場の高額な最先端の

製造設備は 2024年 12月から搬入予定であ

り、全て移輸入での調達が想定されること

から、2024年度の移輸入額は大きく膨ら

むことが予想される。 

これらを受けて、物価の影響を取り除い

た実質額では、移輸入の伸びが移輸出の伸

びを大きく上回り、移輸出額から移輸入額

を差し引いた財貨・サービスの移輸入

（純）について、2024年度は大幅なマイ

ナス成長となろう。この結果、財貨・サー

ビスの移出入（純）は、実質経済成長率▲

54.4％、名目成長率▲28.2％と予測する。 
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【図表29】

（資料：㈳北海道観光振興機構）
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４.道内総生産（生産側）の動向 

 

（１）一次産業 

【2023年度】 

猛暑や海水温の上昇など自然環境の変化

が道内の一次産業に影響を与えている。農

業の農耕種部門の米では、北海道の作況指

数 104(前年度比▲2ポイント、全国

101)、一等米比率 86.4％（前年度産比

▲7.2 ポイント、全国 59.6％）と前年度比

マイナスながら良好な水準を維持してい

る。肥料価格の高騰など生産コストの上昇

はあるものの、業務用米の需要回復などに

より米価は上昇傾向にあり、生産額は増加

が見込まれる（図表 31）。 

小麦は、生育が平年よりやや遅れてはい

るものの、2023年産の民間流通麦の落札

価格は北海道産 4銘柄全て上昇（平均＋

26.6％）しており、生産額は増加が見込ま

れる。 

野菜類は、猛暑の影響を受け品質低下や

収穫量が減少する見込みながら、価格は概

ね平年より上昇する見通し。ただし、主要

品目のたまねぎなど昨年度に品薄で価格が

高騰した品目は、前年比では低下する見込

みであり、生産額は前年を下回るであろ

う。 

畜産部門の酪農は、昨年来 2度の飲用乳

価引上げを実施したが、生乳の生産抑制や

猛暑により乳量が減少している。加工用乳

価は、異例の 2023年度内 2度の引上げが

実施されたが、需要は低調に推移し脱脂粉

乳は過剰在庫となっており、酪農の生産額

は前年下回りが見込まれる（図表 32）。 

肉用牛、乳用牛の落札頭数は、ともに

2％程度増加している。一方で、販売単価

は 2年以上低下を続け 2年前に比べ 2～3

割低下しており、飼料価格高騰による生産

コストの上昇もあり、生産額は減少が見込

まれる（図表 33）。 

 総じてみれば、農業の総生産は前年を

下回ろう。 

林業では、市況価格は前年高騰した水準

を維持する見通しながら建築コストの上昇

もあり、住宅着工戸数は前年に続き減少が
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【図表31】
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【図表32】
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見込まれる。原木消費量は前年を大きく下

回る見通しにあり、生産コスト上昇もあ

り、林業の総生産は前年を下回るであろ

う。 

水産業では、中国が 2023年 8月福島原

発の ALPS処理水の海洋放出開始を契機と

して日本からの水産物輸入を全面的に禁止

した。主要魚種かつ主要輸出品であるホタ

テガイは国内で過剰在庫となり、7月まで

の価格上昇から一転 8月以降価格急落した

ことから生産額は前年下回りとなろう。サ

ケは、秋サケの来遊漁数は前年比増加を見

込んでいたが、直近では前年比▲35％の見

通しに減少し、価格も前年度の豊漁時の在

庫が積みあがっている事から下落する見通

し。さんまの水揚げ量は前年比＋36.7％、

水揚げ高は同比＋19.0％（全国さんま棒受

網漁業協同組合）と増加したが、5年前と

の比較では水揚げ高 5割程度と低い水準に

ある。いわしの水揚げ量は前年比＋11.1％

と回復傾向が続き、海外の供給減少から道

内産への需要が高まりミール用単価が 3割

超上昇するなど生産額は増加を見込む。総

じてみれば、水産業の総生産は前年を下回

るであろう。 

 

【2024年度】 

農耕種部門の米は、引き続き業務用米の

需要が回復することや民間在庫の減少が予

想される事から価格は高止まりが見込まれ

る。作付面積は畑地化推進事業により若干

減少の見込みにあるが単価上昇により生産

額は前年を上回るであろう。小麦は、2023

年 10月以降の輸入小麦の政府売渡価格が

11.1％引き下げられたものの、2024年産

の民間流通麦の播種前入札における道内 4

銘柄平均は前年度比 3％上昇しており生産

額は増加が見込まれる（図表 34）。 

野菜類は、猛暑の影響を受け収穫量は引

き続き減少を予想するが、品薄感から価格

上昇により生産額は増加が見込まれよう。 

畜産部門では、北海道農協酪農・畜産対

策本部委員会（酪対）では、脱脂粉乳の在

庫を踏まえつつバターの安定供給を見据え

て前年度比 1％増の生乳生産を検討してい

る。生乳の需要低迷や脱脂粉乳の過剰在庫

の状況を踏まえると、2023年度のような

乳価改定は困難であり、さらに 2年連続の

猛暑による乳量減少も懸念され生産額は減

少が見込まれる。肉用牛は、外食需要が回

復傾向にあるとはいえ、需要に対する供給

過剰や飼料価格の高止まりが懸念される。 

総じてみれば、農業の総生産は前年比▲

0.3％となろう。 

林業は、建築コストの上昇が続く見通し

ながら貸家需要に牽引され住宅着工戸数は

前年微増を見込む。製材工場の在庫は積み

あがっている事から原木消費量も低調な推

移が見込まれ生産額は前年比▲2.7％と下

回るであろう。 

水産業では、福島原発の ALPS処理水海

洋放出の影響を国際原子力機関（IAEA）が

厳密に検査している。中国も検査に参加し
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【図表34】

（資料：一般社団法人 全国米麦改良協会）
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たが、当面は日本産海産物の禁輸措置を継

続するであろう。ホタテガイは中国以外へ

の輸出も検討されているが、需要減少から

価格は低調に推移し生産額は前年下回ろ

う。サケは近年減少傾向が続いており平年

並みの水揚げ量、価格を見込む。いわし

は、道東沖での資源回復傾向が続いており

前年度並みの水揚げ量、金額を見込む。総

じてみれば、水産業の総生産は前年比▲

1.5％と下回ろう。 

この結果、一次産業の総生産（名目）は

前年比▲0.7％と予測する。 

 

（２）二次産業 

【2023年度】 

食料品工業は原材料の輸入物価が高止ま

りしているものの、観光関連需要や業務用

需要が回復に向かっており総生産は前年を

上回るであろう。石油・石炭製品では輸入

物価が高騰した 2022年度からは低下して

収益改善の機会となっており総生産の増加

が見込まれる。一次金属、金属製品製造業

は、原材料の輸入価格が高騰し高止まりし

ており総生産は前年下回りとなろう。パル

プ・紙・紙加工品および印刷業はペーパー

レス化の進展により紙需要が低調に推移し

ており減少が見込まれる。窯業・土石製品

は、建設資材価格の高騰から設備投資計画

の変更・延期により需要の減少が見込まれ

る。輸送用機器は、半導体不足などの供給

制約が緩和され円安による輸出とともに増

加が見込まれる（図表 35）。 

総じてみれば、製造業の総生産は前年を

上回るであろう。 

建設業をみると、住宅では、建設資材の

価格高騰から取得費用が上昇しており住宅

着工戸数は前年下回りを見込む。民間設備

投資は、再生可能エネルギー関連の投資や

札幌中心部の再開発投資、半導体関連の投

資などが押し上げ要因となろう。公共工事

では、補正予算と合わせた北海道開発予算

の 16か月予算は 7,229億円（前年度比

▲0.3％）と前年並み、北海道新幹線の建

設工事予算 1,700億円（同比＋25.9％）な

ど増加が見込まれる。 

総じてみれば建設業の総生産は前年を上

回るであろう。 

 

【2024年度】 

食料品工業では、輸入物価高騰が収束し

原材料価格が低下していくこと、観光需要

の回復が続くことから総生産は前年を上回

るであろう。石油・石炭製品では、OPEC

の減産体制は続く見通しながら世界経済の

減速感から原油価格は弱含みでの推移とな

ろう。輸入物価が低下し景気の回復ととも

に国内需要の増加が見込まれ生産額は前年

を上回るであろう。総じてみれば、製造業

の総生産は前年比＋5.1％となろう。 

建設業を展望すると、住宅では建設資材

の高騰による取得費用の上昇から住宅着工

戸数は低水準を予想するが、賃貸住宅が牽

引し前年微増を見込む。民間設備投資は脱
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炭素関連投資、札幌市内の大型再開発案

件、省力化投資、半導体工場関連工事など

積極的な投資が見込まれる。公共投資は、

北海道開発予算（16か月）では防災・減

災、国土強靭化関連の予算増額や北海道新

幹線工事の進捗により増加が見込まれる。

総じてみれば建設業の総生産は前年比＋

1.2％となろう。 

この結果、二次産業の総生産（名目）は

前年比＋3.3％と予測する。 

 

（３）三次産業 

【2023年度】 

2023年度春闘では多くの企業で賃上げ

が実施され実質賃金の減少に歯止めとなっ

た。 

卸売・小売業では、物価高による原価上

昇の影響を受けてはいるが、価格転嫁や個

人消費の回復から総生産は前年上回りが見

込まれる。観光関連では宿泊・飲食サービ

ス・旅客運輸業は、新型コロナの 5類移行

や 3年ぶりに中国直行便が再開されるなど

国内旅行需要およびインバウンドの回復か

ら総生産は前年上回りが見込まれる。保健

衛生・社会事業では、コロナ禍で停滞した

医療サービスや介護サービスの利用持ち直

しが見込まれる。不動産業では、北海道の

路線価は 6.8％上昇し 2年連続で全国一の

伸び率となった。札幌の再開発案件やニセ

コエリアの開発、道央圏への工場進出関連

など需要増加により総生産は前年上回りが

見込まれる。 

 

 

 

 

【2024年度】 

2024年度を展望すると、2年連続の賃上

げおよび物価上昇幅の縮小により実質賃金

は上昇に転ずるであろう。 

雇用・所得環境、消費者マインドの改善

から財・サービスへの個人消費は回復傾向

が続くであろう。インバウンド、来道客数

はコロナ禍前の水準を回復し観光関連業種

の宿泊・飲食サービス業、運輸・郵便業、

小売業などの生産額は前年を上回るであろ

う。ただし、人手不足および物流業界の

2024年問題は生産性の改善がなければ下

押し要因となる懸念があろう。 

公務、保健衛生・社会事業は、コロナ関

連の支出が減少するものの、2年連続の民

間企業の賃上げが公務員給与にも波及する

こと、コロナ禍で停滞した医療・介護サー

ビスが回復することから前年上回りを見込

む。 

金融・保険業は金融政策の転換を前提と

して金利のある世界への突入により収益改

善の機会となろう。不動産業は、金利上昇

による投資意欲の減退が懸念されるが、半

導体関連企業の道内進出に伴い貸家需要の

増加が見込まれ生産額は前年を上回るであ

ろう。 

この結果、三次産業の総生産（名目）は

前年比＋3.3％と予測する。 
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【統計表1】 道内総生産(支出側)

( 単位 ： 億円 、 ％ )

121,744 125,210 129,569

( 5.1 ) ( 2.8 ) ( 3.5 )

42,530 43,033 43,800

( 1.9 ) ( 1.2 ) ( 1.8 )

38,567 40,998 45,999

( △ 3.8 ) ( 6.3 ) ( 12.2 )

7,115 6,909 7,073

( △ 7.4 ) ( △ 2.9 ) ( 2.4 )

14,338 16,194 20,756

( △ 1.7 ) ( 12.9 ) ( 28.2 )

16,883 17,666 17,940

( △ 4.0 ) ( 4.6 ) ( 1.6 )

△ 14,315 △ 12,770 △ 16,371

（ △ 26.2 ) （ 10.8 ) （ △ 28.2 )

201,381 209,326 215,852

( 1.1 ) ( 3.9 ) ( 3.1 )

【統計表2】　実質成長率の増加寄与度

1.2 0.1 0.4

0.1 0.1 0.0

△ 1.5 0.7 2.0

住宅投資 △ 0.4 △ 0.1 0.0

設備投資 △ 0.4 0.7 1.9

公共投資 △ 0.7 0.2 0.0

0.8 0.2 △ 1.4

0.6 1.1 1.0

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

財貨・サービスの
移出入（純）

道内総生産
(支出側)

22.4

項　　目

民間最終消費支出

政府最終消費支出

総固定資本形成

住宅投資

設備投資

公共投資

財貨・サービスの
移出入（純）

2022年度 2023年度 2024年度

実績見込み 見通し 見通し
2023年度 2024年度

実 質 成 長 率

2022年度

名　　目　　値
(　　　　)内は前年度比伸び率

0.5 0.3 0.1

2.1 0.1 0.7

△ 11.7 △ 2.5 0.9

△ 7.8 4.0 10.7

△ 8.2 2.2 0.2

△ 5.6 9.9 26.0

7.7 △ 54.4

( 単位 ： ％ )

2022年度 2023年度 2024年度

0.6

統計上の不突合、在庫増を除いているので合計は道内総生産と一致しない。

道内総生産
(支出側)

項　　目

1.1 1.0
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【統計表3】　道内総生産(生産側)

2022年度
実績見込み

2023年度
見通し

2024年度
見通し

2022年度 2023年度 2024年度

　一次産業 7,933 7,706 7,655 △ 0.2 △ 2.9 △ 0.7

　農業 5,958 5,799 5,780 △ 5.3 △ 2.7 △ 0.3

　林業 260 245 238 0.2 △ 5.9 △ 2.7

　水産業 1,715 1,662 1,638 22.5 △ 3.1 △ 1.5

　二次産業 35,618 36,405 37,609 △ 0.3 2.2 3.3

　鉱業 230 243 248 △ 11.8 5.7 2.2

　製造業 19,195 19,736 20,746 △ 0.6 2.8 5.1

　建設業 16,193 16,425 16,615 0.2 1.4 1.2

　三次産業 155,980 163,291 168,604 1.5 4.7 3.3

　電気・ガス・水道・廃棄物処理業 6,779 7,198 7,367 △ 2.6 6.2 2.3

　卸売・小売業 25,823 27,459 28,153 △ 2.3 6.3 2.5

　運輸・郵便業 13,776 14,945 15,768 6.4 8.5 5.5

　宿泊・飲食サービス業 3,623 4,707 5,130 20.4 29.9 9.0

　情報通信業 6,671 6,960 7,050 1.7 4.3 1.3

　金融・保険業 6,365 6,615 6,996 1.8 3.9 5.8

　不動産業 23,720 24,737 26,013 3.1 4.3 5.2

　専門・科学技術，業務支援サービス業 15,153 15,179 15,196 △ 0.8 0.2 0.1

　公務 14,219 14,450 14,656 1.4 1.6 1.4

　教育 8,331 8,192 8,252 △ 1.7 △ 1.7 0.7

　保健衛生・社会事業 23,675 24,631 25,655 3.3 4.0 4.2

　その他のサービス 7,843 8,218 8,370 1.4 4.8 1.9

道内総生産
(生産側)

201,381 209,326 215,852 1.1 3.9 3.1

( 単位 ： 億円 、 ％ )

項　　　目

前年度比伸び率

※四捨五入の関係や輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、
　 合計は道内総生産と一致しない。

名　　目　　値


